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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 28,163 19.0 △4,425 ― △4,421 ― △3,218 ―
22年3月期第3四半期 23,672 △4.4 △5,397 ― △5,125 ― △3,559 ―

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 △40.38 ―
22年3月期第3四半期 △44.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 69,725 39,224 55.9 490.73
22年3月期 80,100 43,361 53.8 540.22

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  39,008百万円 22年3月期  43,073百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  有  
平成23年3月期の期末配当金の内訳は、普通配当7円50銭、記念配当（創立65周年記念配当）2円50銭であります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 7.50 7.50
23年3月期 ― ― ―
23年3月期 

（予想） 10.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 68,000 4.5 3,000 △10.9 3,100 △14.9 1,600 △21.0 20.07



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に対
する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.2「1．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 86,656,510株 22年3月期  86,656,510株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  7,165,619株 22年3月期  6,923,529株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 79,689,816株 22年3月期3Q 80,555,144株
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該当事項ありません。 

  

①法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに 

限定する方法によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、 

一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用 

した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

②原価差異の繰延処理 

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期末日まで 

にほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動負債として繰り延べております。 

  

①「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、営業損失及び経常損失は１百万円増加し、税金等調整前四半期純損失は37百 

万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は49百 

万円であります。 

②「企業結合に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平 

成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月 

26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準 

適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 
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2. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,568 6,232

受取手形及び売掛金 5,193 28,281

有価証券 4 4

商品及び製品 43 91

仕掛品 18,322 7,436

原材料及び貯蔵品 169 167

その他 5,218 2,796

貸倒引当金 △59 △107

流動資産合計 34,461 44,904

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,948 9,183

土地 13,986 13,644

その他（純額） 823 974

有形固定資産合計 23,757 23,802

無形固定資産

のれん 1,316 1,545

その他 497 550

無形固定資産合計 1,813 2,096

投資その他の資産

投資有価証券 7,644 7,383

その他 2,282 2,145

貸倒引当金 △235 △232

投資その他の資産合計 9,692 9,296

固定資産合計 35,263 35,195

資産合計 69,725 80,100

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,520 5,706

短期借入金 8,000 8,000

1年内返済予定の長期借入金 118 4,118

未払法人税等 94 828

前受金 9,983 6,523

賞与引当金 835 1,620

工事損失引当金 168 259

その他 2,620 3,437

流動負債合計 24,340 30,493
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 226 315

退職給付引当金 3,282 3,138

役員退職慰労引当金 88 103

環境対策引当金 82 110

資産除去債務 52 －

負ののれん 32 42

その他 2,395 2,535

固定負債合計 6,160 6,245

負債合計 30,500 36,739

純資産の部

株主資本

資本金 7,393 7,393

資本剰余金 6,131 6,131

利益剰余金 28,579 32,400

自己株式 △2,302 △2,245

株主資本合計 39,802 43,680

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △828 △600

繰延ヘッジ損益 37 △6

為替換算調整勘定 △3 －

評価・換算差額等合計 △794 △607

少数株主持分 216 287

純資産合計 39,224 43,361

負債純資産合計 69,725 80,100
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 23,672 28,163

売上原価 18,729 22,220

売上総利益 4,942 5,943

販売費及び一般管理費 10,340 10,368

営業損失（△） △5,397 △4,425

営業外収益

受取利息 60 59

受取配当金 175 161

負ののれん償却額 10 －

その他 247 100

営業外収益合計 493 321

営業外費用

支払利息 86 74

投資有価証券売却損 78 144

為替差損 － 82

その他 57 16

営業外費用合計 221 317

経常損失（△） △5,125 △4,421

特別利益

貸倒引当金戻入額 45 42

負ののれん発生益 － 46

その他 6 7

特別利益合計 52 96

特別損失

環境対策引当金繰入額 101 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 35

その他 36 13

特別損失合計 138 49

税金等調整前四半期純損失（△） △5,211 △4,374

法人税、住民税及び事業税 404 523

法人税等調整額 △2,047 △1,656

法人税等合計 △1,642 △1,132

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △3,242

少数株主損失（△） △9 △23

四半期純損失（△） △3,559 △3,218
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 8,193 8,645

売上原価 5,986 6,842

売上総利益 2,206 1,803

販売費及び一般管理費 3,387 3,341

営業損失（△） △1,180 △1,538

営業外収益

受取利息 19 19

受取配当金 34 61

為替差益 55 64

負ののれん償却額 3 －

その他 88 31

営業外収益合計 201 177

営業外費用

支払利息 30 22

投資有価証券売却損 68 90

その他 27 3

営業外費用合計 126 115

経常損失（△） △1,104 △1,475

特別利益

固定資産売却益 2 1

投資有価証券売却益 3 4

貸倒引当金戻入額 10 8

特別利益合計 16 13

特別損失

固定資産処分損 － 3

環境対策引当金繰入額 101 －

その他 23 0

特別損失合計 124 3

税金等調整前四半期純損失（△） △1,212 △1,465

法人税、住民税及び事業税 166 314

法人税等調整額 △484 △531

法人税等合計 △318 △217

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,248

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2 △11

四半期純損失（△） △896 △1,237
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該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

 

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

 
(注) １ 事業の種類、性質を考慮して事業区分を行っております。 

２ 各事業は主に以下の内容から成り立っております。 

   国内建設コンサルタント事業・・・日本国内の建設コンサルタント事業 

   海外建設コンサルタント事業・・・日本国外の建設コンサルタント事業 

   電力機器・装置事業・・・・・・・水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製造販売 

   電力等工事事業・・・・・・・・・変電、送電等の工事 

   不動産賃貸事業・・・・・・・・・不動産賃貸事業 

   その他の事業・・・・・・・・・・ソフトウェアの開発等、人材派遣業等 

  

  

(3) 継続企業の前提に関する注記

(4) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

国内建設 
コンサル
タント 
事業

海外建設
コンサル
タント 
事業

電力機
器・装置
事業 
 

電力等
工事事業

 

不動産
賃貸事業

 

その他の
事業

計
消去 

又は全社
連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

2,708 1,989 2,499 525 310 160 8,193 ─ 8,193

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

19 3 28 97 6 370 525 (525) ─

計 2,727 1,992 2,528 622 316 530 8,718 (525) 8,193

 営業費用 4,409 2,119 2,016 645 88 536 9,816 (442) 9,373

 営業利益又は営業損失（△） △1,681 △127 511 △23 228 △5 △1,097 (83) △1,180

国内建設 
コンサル
タント 
事業

海外建設
コンサル
タント 
事業

電力機
器・装置
事業 
 

電力等
工事事業

 

不動産
賃貸事業

 

その他の
事業

計
消去 

又は全社
連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

8,666 7,247 4,773 1,501 940 542 23,672 ─ 23,672

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

94 6 31 330 103 958 1,524 (1,524) ─

計 8,761 7,253 4,805 1,831 1,044 1,501 25,197 (1,524) 23,672

 営業費用 14,323 7,627 4,415 2,055 377 1,566 30,365 (1,295) 29,069

 営業利益又は営業損失（△） △5,561 △374 389 △223 666 △64 △5,168 (229) △5,397
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前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

 当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

 当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

 
  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

 
(注)  １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 ２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

（１）国または地域の区分の方法 地理的近接度によります。 

（２）各区分に属する主な国または地域 

    アジア ：ベトナム、インドネシア、フィリピン 

    中近東 ：イラク、カタール、トルコ 

    アフリカ：ケニア、モロッコ、リビア 

    中南米 ：パラグアイ、ペルー、パナマ 

    その他 ：キルギス、ウクライナ、パプアニューギニア 

  
  

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 987 146 201 624 40 1,999

Ⅱ 連結売上高(百万円) 8,193

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

12.0 1.8 2.5 7.6 0.5 24.4

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,030 775 494 1,640 332 7,273

Ⅱ 連結売上高(百万円) 23,672

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

17.0 3.3 2.1 6.9 1.4 30.7
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(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用 

指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会 

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので 

あります。 

当社は製品・サービス別に事業本部を置き、各事業本部は取り扱う製品・サービスの包括的な戦略 

を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業本部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「国内建 

設コンサルタント事業」、「海外建設コンサルタント事業」、「電力事業」、「不動産賃貸事業」の 

４つを報告セグメントとしております。 

「国内建設コンサルタント事業」は、日本国内の社会資本整備に関する調査・計画・設計・監理等の 

業務を営んでおります。 

「海外建設コンサルタント事業」は、日本国外の社会資本整備に関する調査・計画・設計・監理等の 

業務を営んでおります。 

「電力事業」は、水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製作販売、変電・送電等の工事および 

機電コンサルティングを営んでおります。 

「不動産賃貸事業」は、国内における不動産賃貸事業を営んでおります。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものでありま 

す。 

  

  

  

【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

国内建設
コンサル 
タント事業

海外建設 
コンサル 
タント事業

電力事業
不動産
賃貸事業

計

売上高

  外部顧客への 
  売上高

9,887 8,217 8,840 940 27,886 277 28,163 ─ 28,163

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
 振替高

227 2 105 96 431 4 436 △436 ─

計 10,115 8,220 8,945 1,036 28,318 282 28,600 △436 28,163

セグメント利益 
又は損失（△）

△5,468 △72 603 593 △4,343 △74 △4,418 △2 △4,421
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22 年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものでありま 

す。 

  

３ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差 

額の主な内容(差異調整に関する事項) 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
  

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22 年12月31日) 

 
  

４  報告セグメントの変更等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

５  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

国内建設 
コンサル 
タント事業

海外建設 
コンサル 
タント事業

電力事業
不動産
賃貸事業

計

売上高

  外部顧客への 
  売上高

2,936 2,464 2,851 315 8,568 77 8,645 ─ 8,645

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
 振替高

85 2 34 32 155 1 156 △156 ─

計 3,022 2,467 2,885 347 8,723 79 8,802 △156 8,645

セグメント利益 
又は損失（△）

△1,639 △189 136 195 △1,497 19 △1,477 1 △1,475

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △4,343

「その他」の区分の利益又は損失（△） △74

セグメント間取引消去 △2

四半期連結損益計算書の経常利益又は経常損失（△） △4,421

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △1,497

「その他」の区分の利益又は損失（△） 19

セグメント間取引消去 1

四半期連結損益計算書の経常利益又は経常損失（△） △1,475
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該当事項はありません。 

  

  

  

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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3. 補足情報

(1) 生産、受注及び販売の状況

                 期  別 前年同四半期 当四半期

(参考)前期
(平成22年３月期)

平成22年３月期 平成23年３月期

第3四半期連結累計期間 第3四半期連結累計期間

区  分
金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

受
注
高

国内建設コンサルタント事業 30,074 54.3 24,623 54.1 36,643 52.6

海外建設コンサルタント事業 15,447 27.9 9,715 21.3 20,158 28.9

電力事業 9,823 17.7 11,161 24.5 12,850 18.5

不動産賃貸事業       － －        －

その他 12 0.1 22 0.1 30 0.0

合計 55,357 100.0 45,522 100.0 69,682 100.0

売
上
高 
１

国内建設コンサルタント事業 8,677 36.7 10,191 36.2 35,941 55.2

海外建設コンサルタント事業 7,247 30.6 8,734 31.0 16,722 25.7

電力事業 6,801 28.7 8,278 29.4 11,160 17.2

不動産賃貸事業 940 4.0 940 3.3 1,256 1.9

その他 5 0.0 19 0.1 14 0.0

合計 23,672 100.0 28,163 100.0 65,095 100.0

売
上
高 
２

国内建設コンサルタント事業 8,487 35.9 9,887 35.1 33,927 52.1

海外建設コンサルタント事業 6,979 29.5 8,217 29.2 15,806 24.3

電力事業 7,102 30.0 8,840 31.4 13,080 20.1

不動産賃貸事業 940 4.0 940 3.3 1,256 1.9

その他 162 0.6 277 1.0 1,025 1.6

合計 23,672 100.0 28,163 100.0 65,095 100.0

                 期  別 前年同四半期 当四半期

(参考)前期
(平成22年３月期)

平成22年３月期 平成23年３月期

第3四半期連結会計期間末第3四半期連結会計期間末

区  分
金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

受
注
残
高

国内建設コンサルタント事業 35,058 44.1 28,795 40.6 14,363 27.3

海外建設コンサルタント事業 38,498 48.5 34,714 48.9 33,734 64.1

電力事業 5,864 7.4 7,416 10.5 4,533 8.6

不動産賃貸事業       －      －       －

その他 8 0.0 22 0.0 17 0.0

合計 79,429 100.0 70,948 100.0 52,648 100.0

(注) 1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

    2.上記の金額は外部顧客に対するもので、セグメント間の内部取引および振替高は含まれておりません。

    3.売上高１ は受注セグメント別、売上高２ は業務実施セグメント別に集計しております。
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